
第 2 号議案  2025 年（1 ⽉〜12 ⽉）事業計画案および収⽀予算（案） 
  
 ⼀般社団法⼈⽇本教育⼯学会が 2025 年（1 ⽉〜12 ⽉）に実施する事業計画は次のとおりである。 
（１）代議員総会 

• ⼀般社団法⼈⽇本教育⼯学会第 41 回代議員総会を開催する（2025 年 3 ⽉ 7 ⽇）。 
（２）全国⼤会 

• 2025 年春季全国⼤会を、成城⼤学にて開催する（2025 年 3 ⽉ 8 ⽇-3 ⽉ 9 ⽇）。 
• 2025 年秋季全国⼤会を、ウインクあいち（名古屋）にて開催する（2025 年 9 ⽉ 27 ⽇-9 ⽉ 28 ⽇）。 
• 各⼤会において「⼤会講演論⽂集」を刊⾏し申込者に配布する。 

（３）編集委員会 
• ｢⽇本教育⼯学会論⽂誌｣ 第 49 巻 1 号〜4 号, 増刊号（ショートレター号）を編集・刊⾏する。 
• 教育システム情報学会との合同英⽂誌“Information and Technology in Education and Learning” 

(ITEL) 第 5 巻 1 号を編集・刊⾏する。 
• 和⽂誌翻訳校閲を⾏い ITEL への投稿を勧める。 

（４）研究会委員会 
次の研究会を開催する。昨年度と同様に 4 回のうち 1 回をオンラインのみの開催とする。 
発表内容を「⽇本教育⼯学会研究報告集」JSET24-1〜JSET24-4 として J-Stage に公開する．  
① 「教師教育・⾼等教育/⼀般」研究会   （2025 年 5 ⽉ 24 ⽇：京都外国語⼤学） 
② 「⽣涯学習・教材開発/⼀般」研究会   （2025 年 7 ⽉ 5 ⽇：北海道⼤学札幌キャンパス） 
③ 「⼀般」研究会             （2025 年 10 ⽉ 18 ⽇：オンライン（Zoom）開催） 
④ 「学習科学・授業研究/⼀般」研究会   （2025 年 12 ⽉ 13 ⽇：中央⼤学茗荷⾕キャンパス） 

（５）広報委員会  
• 電⼦版「ニューズレター」を刊⾏し学会ホームページに公開する。 

Web ページとメールマガジン型のニューズレターにより学会活動をタイムリーに広く広報する。 
• 学会ホームページの英⽂化を進める。 

（６）国際委員会 
• 海外の学協会との連携を促進する。 

Ø AECT ⼤会へ参加し、交流を促進する。 
Ø ⽇中フォーラムを、12 ⽉ 7 ⽇（⽇）に成城⼤学において開催する。 

（７）重点活動領域委員会 
• 4つの重点活動領域において部会⻑のもと活動を進め、全国⼤会等で活動報告する。 

（８）SIG 委員会 
• ５つの SIG活動を引き続き進める。 

（９）顕彰委員会 
• 名誉会員を選定し対象者を表彰する。 
• 第 40 回研究奨励賞を選定し表彰する。 
• 第 39 回論⽂賞を選定し表彰する。 

（10）総務委員会 
• 学会の事務局運営の効率化および安定的運営のための検討を進める。 
• 規程の整備を進める。 
• 会員サービスのための DX、編集委員会など委員会⽀援システム、IRのためのシステム構築、学会

資産のアーカイブ化など、学会活動を⽀えるシステム更新・構築の検討を進める。 
以上 
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収⽀予算書（案） 

⾃ 2025 年 1 ⽉ 1 ⽇⾄ 2025 年 12 ⽉ 31 ⽇ 
   （単位：円） 

科⽬ 当年度額 前年度予算 増減 
Ⅰ⼀般正味財産増減の部       
  １経常増減の部       
   (1)経常収益       
      ①受取⼊会⾦ 450,000 400,000 50,000 
            受取⼊会⾦ 450,000 400,000 50,000 
      ②受取会費 26,500,000 25,850,000 650,000 
            正会員受取会費 20,000,000 20,000,000 0 
            准会員受取会費 3,100,000 2,500,000 600,000 
            学⽣会員受取会費 2,300,000 2,300,000 0 
            維持会員受取会費 1,100,000 1,050,000 50,000 
      ③事業収益 27,100,000 24,450,000 2,650,000 
            刊⾏物頒布収⼊ 9,450,000 7,600,000 1,850,000 
            参加費等収⼊ 12,300,000 11,900,000 400,000 
            広告料収⼊ 550,000 500,000 50,000 
            展⽰出展料 2,500,000 2,150,000 350,000 
            懇親会収⼊ 2,100,000 2,000,000 100,000 
            その他収⼊ 200,000 300,000 -100,000 
      ④受取寄付⾦等 0 0 0 
            受取⺠間寄附⾦ 0 0 0 
            受取寄付⾦ 0 0 0 
      ⑤雑収益 4,500 600 3,900 
            受取利息 4,500 600 3,900 
            雑収益 0 0 0 
         経常収益計 54,054,500 50,700,600 3,353,900 
   (2)経常費⽤       
      ①事業費 46,070,800 42,429,000 3,641,800 
            臨時雇賃⾦ 1,624,000 1,270,000 354,000 
            旅費交通費 2,550,000 2,750,000 -200,000 
            通信運搬費 2,085,000 1,430,000 655,000 
            消耗什器備品費 0 0 0 
            消耗品費 250,000 480,000 -230,000 
            印刷製本費 11,750,000 11,900,000 -150,000 
            会場費 5,400,000 3,400,000 2,000,000 
            懇親会費 2,100,000 2,000,000 100,000 
            賃借料 530,000 500,000 30,000 
            諸謝⾦ 550,000 550,000 0 
            租税公課 467,000 389,000 78,000 
            ⽀払⼿数料 144,800 0   
            ⽀払寄附⾦ 0 300,000 -300,000 
            委託費 16,080,000 15,200,000 880,000 
            リース料 440,000 480,000 -40,000 
            顕彰事業費 0 80,000   
            会議費 2,100,000 1,700,000 400,000 
            雑費 0 0 0 
      ②管理費 7,983,700 8,271,600 -287,900 
            委託費 2,700,000 3,552,000 -852,000 
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            会議費 100,000 100,000 0 
            旅費交通費 450,000 550,000 -100,000 
            通信運搬費 300,000 300,000 0 
         消耗什器備品費 0 0 0 
            消耗品費 300,000 500,000 -200,000 
            印刷製本費 520,000 500,000 20,000 
            賃借料 0 0 0 
            諸謝⾦ 0 0 0 
            租税公課 11,000 50,000 -39,000 
            ⽀払⼿数料 2,000,000 1,500,000 500,000 
            ⽀払寄附⾦ 0 50,000 -50,000 
            リース料 155,000 150,000   
            DX化準備⽀出 1,400,000 1,000,000 400,000 
            雑費 47,700 19,600 28,100 
         経常費⽤計 54,054,500 50,700,600 3,353,900 
      評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 
      評価損益等計 0 0 0 
      当期経常増減額 0 0 0 
  ２経常外増減の部       
   (1)経常外収益       
         経常外収益計 0 0 0 
   (2)経常外費⽤       
         経常外費⽤計 0 0 0 
      当期経常外増減額 0 0 0 
      税引前当期⼀般正味財産増減額 0 0 0 
   法⼈税、住⺠税及び事業税 70,000 70,000 0 
      当期⼀般正味財産増減額 -70,000 -70,000 0 
      ⼀般正味財産期⾸残⾼ 66,987,320 61,432,289 5,555,031 
      ⼀般正味財産期末残⾼ 66,917,320 61,362,289 5,555,031 
Ⅱ指定正味財産増減の部       
      当期指定正味財産増減額 0 0 0 
      指定正味財産期⾸残⾼ 0 0 0 
      指定正味財産期末残⾼ 0 0 0 
Ⅲ正味財産期末残⾼ 66,917,320 61,362,289 5,555,031 
※正味財産には、DX化準備⽀出 2,400,000円を含む（2024 年から開始 2025 年度に 1,400,000円積
⽴） 
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